
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＷＡＴタイムズとは？ 

 本会では、福岡県災害派遣福祉チーム（福岡ＤＷＡＴ）の活動等について最新の情報を
お知らせするため、登録いただいた方及び所属施設・団体向けに、『ＤＷＡＴタイムズ』を
随時配信しています。 
 平時には、研修のお知らせや事務局にお問い合わせいただいた質問への回答、全国のＤ
ＷＡＴに関する様々な情報を、発災時には福岡ＤＷＡＴの活動状況等をお知らせします。 
 さらに、昨年度から福岡ＤＷＡＴに登録していない方や県内各施設・団体にも広く活動
を知っていただくために、年２回「特別号」を発⾏することとしました。 

 

なぜ、災害派遣福祉チームが必要なのか？ 

 近年の災害においては、⾼齢者や障害者、乳幼児等の地域の災害時要配慮者が、避難所
等において、⻑期間の避難⽣活を余儀なくされ、必要な⽀援が⾏われない結果、⽣活機能
の低下や要介護度の重度化、災害関連死などの二次被害が⽣じている場合もあり、これら
災害時要配慮者の避難生活中における福祉ニーズへの対応が喫緊の課題となっています。 
 被災者は平常時と比べより多くの福祉的支援を必要としており、福祉の専門家による支
援が求められています。 

 
例）東⽇本⼤震災︓災害関連死者数 3,767 名 

    ⇒⾼齢者（66 歳以上）の割合【岩手県 86.1％、宮城県 87.0％、福島県 89.8％】 
    ⇒障害者の割合 24.6％（上記⾼齢者との重複あり） 

特別号（令和５年度 春号） 

発 ⾏ 福岡県社協 災害福祉⽀援センター 
（災害福祉⽀援ネットワーク協議会事務局） 

T E L 092-584-3630 
F A X 092-584-3790 
E-mail saigai@fuku-shakyo.jp 

災害時に活動する 

福祉支援チーム 



熊本地震︓死亡 273 名（直接死 50 名、災害関連死 223 名） 
    ⇒災害関連死の８割以上は、７０歳以上の⾼齢者 
 
 
 

福岡県災害派遣福祉チーム（福岡ＤＷＡＴ）とは？ 

 このような状況の中、厚⽣労働省において、平成３０年５⽉に「災害時における福祉⽀
援体制の整備に向けたガイドライン」が発出され、各都道府県内に官⺠共同の災害福祉⽀
援ネットワークを構築し、⼀般避難所等で福祉⽀援を⾏う DWAT を組成することとされま
した。 

つまり、災害福祉支援ネットワークは都道府県の災害時の福祉支援体制の一つであり、
ＤＷＡＴは、各都道府県で公的に位置づけられた官⺠協働のチーム（取組）です。 

福岡県においても、平成２９年から連続して豪⾬災害等が発⽣し、甚⼤な被害をもたら
している状況を鑑み、災害時における避難所等への福祉的⽀援について協議するとともに、
⼤規模災害時に福祉専門職等が連携し、要配慮者への福祉⽀援を円滑に⾏うことを目的に、
各福祉団体の協⼒のもと、『福岡県災害福祉⽀援ネットワーク協議会』を発足しました。 
 現在、２２の福祉関係団体が協議会に参画しており、福岡ＤＷＡＴへの登録促進等にご
協⼒いただいています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

復興庁「東⽇本⼤震災における震災関連死の死者数（令和 2 年 9 ⽉ 30 ⽇現在調査結果）」 
熊本県「平成 28（2016）年熊本地震等に係る被害状況について【第 311 報】」 
共同通信アンケート「2020 年 3 ⽉ 1 ⽇」 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全国のＤＷＡＴの登録状況は？ 

全国社会福祉法⼈経営者協議会の調査では、令和４年１２⽉１６⽇時点で、災害福祉支
援ネットワークを構築しているのは４６都道府県、ＤＷＡＴを設置しているのは４４府県、
ＤＷＡＴ登録者数は８，０７４名（令和３年度末）となっています。 
 ほぼ全県で災害福祉⽀援ネットワークの構築やＤＷＡＴの設置がなされており、災害時
の福祉的⽀援の必要性は年々⾼まってきていることもあり、登録者数は年々増加している
状況です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【福岡県災害福祉支援ネットワーク協議会 構成団体】 
 

 ・福岡県乳児院協議会          ・福岡県介護⽀援専門員協会 
 ・福岡県児童養護施設協議会       ・福岡県介護福祉士会 
 ・福岡県⺟⼦⽣活⽀援施設協議会     ・福岡県言語聴覚士会 
 ・福岡県身体障害者施設協議会      ・福岡県作業療法協会 
 ・福岡県知的障がい者福祉協会      ・福岡県社会福祉士会 
 ・福岡県⽼⼈福祉施設協議会       ・福岡県手話の会連合会 
 ・福岡県婦⼈保護・救護施設協議会    ・福岡県精神保健福祉士協会 
 ・福岡県社会福祉法⼈経営者協議会    ・福岡県聴覚障害者協会 
 ・福岡県保育協会            ・福岡県理学療法士会 
 ・北九州⾼齢者福祉事業協会       ・福岡県社会福祉協議会【事務局】 
 ・福岡市⽼⼈福祉施設協議会       ・福岡県【事務局】 
  ※施設団体（１１団体）、職能団体（９団体）、県社協、福岡県 



現在の福岡県の登録状況は？ 

令和５年５⽉３１⽇（水）現在で、２５７名に登録いただいています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実際の活動内容は？ 

福岡ＤＷＡＴは、まだ活動実績がありませんが、全国では１３府県のＤＷＡＴが避難所
での⽀援を実際に⾏っています。 

災害の規模や避難所の状況等によって、⽀援体制や⽀援内容は異なることが想定されま
すが、福岡ＤＷＡＴでは、様々な職種で構成された福祉⼈材の混成チーム（４〜６名）を
避難所に派遣し、１チーム５⽇程度の活動を想定しています。 

避難所で想定される活動としては、①避難所における要配慮者を把握し、必要な福祉支
援を検討するための『福祉ニーズの把握、スクリーニング』、②福祉的な観点での『避難所
の環境整備』、③相談対応や介護等の生活支援を⾏う『要配慮者への直接支援』等を想定し
ています。 

いずれも、福祉職の皆さんの⽇常業務の延⻑線上にある活動内容ではありますが、⽇常
とは程遠い『避難所に避難した被災者への⽀援』であり、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）
やＪＲＡＴ（⽇本災害リハビリテーション⽀援協会）等、各専門分野の支援チームや関係
機関等と連携・協働しながら、ソーシャルワークの視点を持って支援を⾏う必要があります。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 実際に、令和元年東⽇本台風災害において活動した⻑野ＤＷＡＴでは、保健・看護チー
ムと連携したラウンド・アセスメントや、ＪＲＡＴと連携した避難所の環境整備、理学療
法士会と連携した集いの場づくりを⾏ったり、⻑野ＤＷＡＴによる『なんでも相談コーナ
ー』を開設し、様々な相談に対応したり、福祉の専門性を活かしながら、様々な⽀援団体
と連携して活動しています。 
 

平時の活動は？ 

平時は、チーム員として登録された方がＤＷＡＴの役割等を学ぶ「福岡県災害派遣福祉
チーム員養成研修」や、スキルアップを目的とした「福岡県災害派遣福祉チーム員フォロ
ーアップ研修」等の研修を実施し、活動に役⽴つ知識だけでなく、実際に派遣経験のある
都道府県ＤＷＡＴや連携する他の⽀援チーム（保健師チーム、リハビリチーム等）の活動
報告を聞き、派遣に備えています。 

また、今年度からは、福岡県が毎年実施している総合防災訓練に参加し、福岡県、各市
町村、消防本部、消防団、警察、⾃衛隊、医療機関、社会福祉協議会、ボランティア団体
等の防災機関及び地域住⺠の方々と⼀緒に、災害時の連携強化及び防災技術の向上等に努
めています。 
 



 
 
 
 
 
 
 
 

派遣調整はどう行う？ 

災害が発⽣し、福岡ＤＷＡＴを派遣する場合の調整は、下記の流れで⾏う予定です。 
 原則として、被災地域以外の登録者に対してメールで派遣要請を⾏い、Google フォーム
を活用して、派遣可能な⽇程を回答いただきます。 
 該当⽇程で「派遣可能」と回答いただいた方の中から、被災地の状況や専門性等を考慮
してチーム員を選定し、派遣チーム員の最終確認については、電話で⾏う予定です。 
 なお、登録していても、派遣要請に必ず応じないといけないわけではありません。 
 実際に⽀援に⾏くことができるかは、⾃分や家族の状況だけでなく、職場の状況等も踏
まえて検討いただくことが重要です。 

福岡 DWAT では、⾏けるときに、⾏けるメンバーが、可能な限りの支援を⾏うことを想
定しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



福岡ＤＷＡＴの登録方法は？ 

添付している『チーム員推薦票』に必要項目を⼊⼒いただき、推薦票を所属する種別協
議会または職能団体にお送りください。 
 福岡県社会福祉協議会で登録手続きを⾏い、後⽇、福岡県 福祉総務課から、登録証が
郵送されます。 

登録完了後は、メールで研修等のご案内をさせていただきますので、各種研修へぜひご
参加ください。 

避難所での支援について学ぶことは、万が一所属する事業所が被災した場合の支援を学
ぶことにもつながります。 

特に、所属する事業所が福祉避難所に指定されている場合は、⼀般避難所と同様に、被
災者の⽀援を⾏っていく必要があります。 
 各事業所においても、職員を福岡ＤＷＡＴに登録することが、職員の資質向上だけでな
く、自事業所の防災の備えにもつながりますので、ぜひ積極的な登録の呼びかけをお願い
いたします。 
 


